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(57)【要約】
【課題】移動効率の低下しない自律移動体、障害物判別
方法及び障害物回避方法を提供する。
【解決手段】自律移動体であるロボット１１は、移動経
路周辺のその配置が変化しない固定障害物の位置情報を
予め記録する記録部２５と、移動経路を移動中に干渉す
る可能性がある障害物を検知する検知部２４と、検知し
た障害物が固定障害物であるか照合する照合部２６と、
照合部が障害物は固定障害物ではないとしたときに、障
害物を排除するか否かを判断する制御部２７と、制御部
が障害物を排除すると判断したときに、障害物を排除す
るように要求する信号を出力する報知装置２３とを備え
る。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　配置が変化しない固定障害物の位置情報を予め記録する記録部と、
　自律移動体が移動経路を移動中に干渉する可能性がある障害物を検知する検知部と、
　検知した前記障害物が前記固定障害物であるか照合する照合部と、
　前記照合部が前記障害物は前記固定障害物ではないとしたときに、前記障害物を排除す
るか否かを判断する制御部と、
　前記制御部が前記障害物を排除すると判断したときに、前記障害物を排除するように要
求する信号を出力する報知部と
　を備えた自律移動体。
【請求項２】
　前記自律移動体が前記移動経路を複数回移動したそれぞれのときに、
　前記検知部が前記移動経路周辺の障害物を検知し、
　前記検知した障害物が配置が変化しない障害物である場合に、前記記録部に前記検知し
た障害物の位置情報を前記固定障害物の位置情報として認識する
　請求項１記載の自律移動体。
【請求項３】
　前記照合部が前記障害物は前記固定障害物ではないとしたときに、
　前記制御部は前記障害物を回避できるか判断し、
　前記障害物を回避できると判断したときは、前記自律移動体が前記障害物を回避して移
動するように制御し、
　前記障害物を回避できないと判断したときは、前記報知部が前記信号を出力するように
制御する
　請求項１又は請求項２記載の自律移動体。
【請求項４】
　前記制御部は、前記信号を出力後に前記障害物が排除されないで一定時間経過したとき
に、前記自律移動体が周囲の人を検知するように制御し、
　周囲の人を検知したときは、前記自律移動体が当該周囲の人の方向に移動し、前記報知
部が改めて前記信号を出力するように制御し、
　周囲の人を検知しないときは、前記自律移動体が前記障害物を迂回するように制御する
　請求項１乃至請求項３のいずれか1項に記載の自律移動体。
【請求項５】
　前記自律移動体は前記移動経路周辺の対象者にサービスを提供するものであり、
　前記制御部は、スケジュール管理システムにアクセスして前記対象者のスケジュールを
確認し、
　前記対象者が属する組織又はグループ毎の在席率を算出し、
　前記在席率が所定値未満の前記組織又はグループに属する前記対象者に対するサービス
を省略するように前記移動経路を変更する
　請求項１乃至請求項４のいずれか1項に記載の自律移動体。
【請求項６】
　前記自律移動体は前記移動経路周辺の対象者にサービスを提供するものであり、
　前記制御部は、センサを用いて領域毎の前記対象者の在席数を算出し、
　前記在席数が所定値未満の前記領域に属する前記対象者に対するサービスを省略するよ
うに前記移動経路を変更する
　請求項１乃至請求項４のいずれか1項に記載の自律移動体。
【請求項７】
　配置が変化しない固定障害物の位置情報を予め記録する記録ステップと、
　自律移動体が移動経路を移動中に干渉する可能性がある障害物を検知する検知ステップ
と、
　検知した前記障害物が前記固定障害物であるか照合する照合ステップと、
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　前記障害物が前記固定障害物でないときに、前記障害物が配置の変化する可動障害物で
ある、又は、前記障害物が一時的に配置された可動障害物であると判断する判断ステップ
と
　を有する自律移動体の障害物判別方法。
【請求項８】
　前記記録ステップは、
　前記自律移動体が前記移動経路を複数回移動したそれぞれのときに、前記移動経路周辺
の障害物を検知する周辺検知ステップと、
　前記周辺検知ステップで検知した前記障害物のうち、配置が変化しない障害物の位置情
報を前記固定障害物の位置情報として記録する固定障害物記録ステップと
　を有する請求項７記載の自律移動体の障害物判別方法。
【請求項９】
　　請求項７又は請求項８記載の自律移動体の障害物判別方法を用いて、前記干渉する可
能性がある障害物を前記可動障害物であると判断する障害物判断ステップと、
　前記可動障害物を回避できるか判断する回避判断ステップと、
　前記可動障害物を回避できると判断したときは、前記可動障害物を回避して移動する回
避ステップと、
　前記可動障害物を回避できないと判断したときは、前記可動障害物を排除するように要
求する信号を出力する信号出力ステップと
　を有する自律移動体の障害物回避方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は自律移動体、障害物判別方法及び障害物回避方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　目的地まで自律的に移動するロボット、車両等の自律移動体が従来から提案されている
。特許文献１には、干渉する可能性のある障害物が移動経路上に存在するときに、回避行
動、停止行動又は退避行動を状況に応じて適切に行う自律移動体が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－０２２４６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述のように、背景技術に係る自律移動体は、状況に応じて回避行動等を適切に行うこ
とができる。しかし、この自律移動体は、移動経路上に一時的に配置され、人が容易に排
除することができる障害物が存在するときにも回避行動等を行ってしまい、自律移動体の
移動効率が低下している。このことは、排除することができる障害物の配置が頻繁に変化
する経路を自律移動体が移動するときに顕著な問題となる。例えば、鞄や椅子のような比
較的軽く、容易に排除することができる障害物の配置は毎回変わることがあり、自律移動
体が回避行動等を行うことで、自律移動体の移動効率が著しく低下している。
【０００５】
　本発明は、このような問題を解決するためになされたものであり、移動効率が低下しな
い自律移動体、障害物判別方法及び障害物回避方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る自律移動体は、配置が変化しない固定障害物の位置情報を予め記録する記
録部と、自律移動体が移動経路を移動中に干渉する可能性がある障害物を検知する検知部
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と、検知した前記障害物が前記固定障害物であるか照合する照合部と、前記照合部が前記
障害物は前記固定障害物ではないとしたときに、前記障害物を排除するか否かを判断する
制御部と、前記制御部が前記障害物を排除すると判断したときに、前記障害物を排除する
ように要求する信号を出力する報知部とを備えるものである。このような構成により、障
害物の配置が頻繁に変化する経路を移動するときにも、自律移動体の移動効率の低下を防
ぐことができる。
【０００７】
　また、本発明に係る自律移動体は、前記移動経路を複数回移動したそれぞれのときに、
前記検知部が前記移動経路周辺の障害物を検知し、前記検知した障害物が配置が変化しな
い障害物である場合に、前記記録部に前記検知した障害物の位置情報を前記固定障害物の
位置情報として記録することが好ましい。このような構成により、固定障害物の情報を人
が入力する必要がなく、容易に自律移動体の移動効率の低下を防ぐことができる。
【０００８】
　また、本発明に係る自律移動体は、前記照合部が前記障害物は前記固定障害物ではない
としたときに、前記制御部は前記障害物を回避できるか判断し、前記障害物を回避できる
と判断したときは、前記自律移動体が前記障害物を回避して移動するように制御し、前記
障害物を回避できないと判断したときは、前記報知部が前記信号を出力するように制御す
ることが好ましい。このような構成により、待機行動に要する時間を短縮し、自律移動体
の移動効率の低下を防ぐことができる。
【０００９】
　また、本発明に係る自律移動体は、前記制御部は、前記信号を出力後に前記障害物が排
除されないで一定時間経過したときに、前記自律移動体が周囲の人を検知するように制御
し、周囲の人を検知したときは、前記自律移動体が当該周囲の人の方向に移動し、前記報
知部が改めて前記信号を出力するように制御し、周囲の人を検知しないときは、前記自律
移動体が前記障害物を迂回するように制御することが好ましい。このような構成により、
待機行動に要する時間を短縮し、自律移動体の移動効率の低下を防ぐことができる。
【００１０】
　また、本発明に係る自律移動体は、前記移動経路周辺の対象者にサービスを提供するも
のであり、前記制御部は、スケジュール管理システムにアクセスして前記対象者のスケジ
ュールを確認し、前記対象者が属する組織又はグループ毎の在席率を算出し、前記在席率
が所定値未満の前記組織又はグループに属する前記対象者に対するサービスを省略するよ
うに前記移動経路を変更することが好ましい。このような構成により、移動経路を限定し
て、自律移動体の移動効率の低下を防ぐことができる。
【００１１】
　また、本発明に係る自律移動体は、前記移動経路周辺の対象者にサービスを提供するも
のであり、前記制御部は、センサを用いて領域毎の前記対象者の在席数を算出し、前記在
席数が所定値未満の前記領域に属する前記対象者に対するサービスを省略するように前記
移動経路を変更することが好ましい。このような構成により、移動経路を限定して、自律
移動体の移動効率の低下を防ぐことができる。
【００１２】
　本発明に係る自律移動体の障害物判別方法は、配置が変化しない固定障害物の位置情報
を予め記録する記録ステップと、自律移動体が移動経路を移動中に干渉する可能性がある
障害物を検知する検知ステップと、検知した前記障害物が前記固定障害物であるか照合す
る照合ステップと、前記障害物が前記固定障害物でないときに、前記障害物が配置の変化
する可動障害物である、又は、前記障害物が一時的に配置された可動障害物であると判断
する判断ステップとを有するものである。これにより、自律移動体の移動効率の低下を防
ぐことができる。
【００１３】
　また、本発明に係る自律移動体の障害物判別方法の前記記録ステップは、前記自律移動
体が前記移動経路を複数回移動したそれぞれのときに、前記移動経路周辺の障害物を検知
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する周辺検知ステップと、前記周辺検知ステップで検知した前記障害物のうち、配置が変
化しない障害物の位置情報を前記固定障害物の位置情報として記録する固定障害物記録ス
テップとを有することが好ましい。これにより、、固定障害物の情報を人が入力する必要
がなく、容易に自律移動体の移動効率の低下を防ぐことができる。
【００１４】
　また、本発明に係る自律移動体の障害物回避方法は、前記自律移動体の障害物判別方法
を用いて、前記干渉する可能性がある障害物を前記可動障害物であると判断する障害物判
断ステップと、前記可動障害物を回避できるか判断する回避判断ステップと、前記可動障
害物を回避できると判断したときは、前記可動障害物を回避して移動する回避ステップと
、前記可動障害物を回避できないと判断したときは、前記可動障害物を排除するように要
求する信号を出力する信号出力ステップとを有するものである。これにより、自律移動体
の移動効率の低下を防ぐことができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明により、移動効率が低下しない自律移動体、障害物判別方法及び障害物回避方法
を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】実施の形態１に係る自律移動体、固定障害物及び可動障害物の移動可能領域１２
内での配置を示す図である。
【図２】実施の形態１に係る自律移動体であるロボット１１の構成を示すブロック図であ
る。
【図３】実施の形態１に係るロボット１１が行う報知行動の例を示す図である。
【図４】実施の形態１に係るロボット１１が行う障害物対応処理の処理手順を示すフロー
チャートである。
【図５】実施の形態２に係る自律移動体であるロボット１１とスケジュール管理システム
５１との関係を示す図である。
【図６】実施の形態２に係るロボット１１が行うスケジュール確認処理の処理手順を示す
フローチャートである。
【図７】本実施の形態３に係る自律移動体であるロボット１１が行うプレゼンス確認処理
の処理手順を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　発明の実施の形態１
　本実施の形態１の自律移動体は、移動経路上に配置が頻繁に変化する障害物、または、
一時的に配置されている普段は存在しない障害物が存在して、自律移動体と干渉する可能
性があるときに、その障害物を排除して欲しい旨を報知して、周囲の人又は近くの人に障
害物を排除してもらい、移動経路をそのまま移動し、移動効率の向上を図るものである。
【００１８】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態１について説明する。
　図１は、本実施の形態１に係る自律移動体、固定障害物及び可動障害物の移動可能領域
１２内での配置を示す図である。移動可能領域１２は、例えば、事務所内、工場内、店舗
内等の特定範囲の領域である。自律移動体であるロボット１１は、移動可能領域１２内を
移動経路１３に従って移動する。移動経路１３沿いには固定障害物である机１４が存在す
る。また、移動経路１３上には可動障害物である鞄１５が存在する。鞄１５はロボット１
１と干渉する可能性がある障害物である。
【００１９】
　固定障害物とは、常時配置されている普遍的な障害物のことで、例えば、壁、柱、棚、
机等のことをいう。可動障害物とは、配置が頻繁に変化するような変位可能な障害物、ま
たは、一時的に配置されているような普段は存在しない障害物のことで、例えば、椅子、
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鞄、小荷物、人間等のことをいう。
【００２０】
　ロボット１１は、ロボット１１内部に障害物対応装置（図示せず）を備えており、固定
障害物及び可動障害物に対応しながら、ごみ収集、書類配達、メッセージ伝達等の作業を
行うために移動可能領域１２内を移動又は周回する。
　ロボット１１の移動経路１３は固定的な経路であっても良いし、ロボット１１が作業内
容に応じて自ら作成する変動的な経路であっても良い。実際の経路の多くは机の間の通路
のように、ロボット１１が固定障害物及び可動障害物を絶えず検知して、これらの障害物
の間をぬうようにして移動しないといけない経路である。
【００２１】
　ロボット１１は、干渉する可能性がある障害物毎に対応を適切に判断し、回避行動、待
機行動又は迂回行動のいずれかを選択する。回避行動とは移動してきた経路を戻ることな
く障害物を避けつつ障害物の脇を移動する行動である。待機行動とは障害物の前で移動を
停止して待機する行動である。迂回行動とは障害物を避けるために移動経路を大きく変更
して移動する行動であり、例えば、移動してきた経路を戻り、障害物の存在する通路から
別の通路へと移動経路を変更して移動するような行動である。
【００２２】
　図２は、本実施の形態１に係る自律移動体であるロボット１１の構成を示すブロック図
である。
　ロボット１１は、障害物センサ２１、障害物対応装置２２、報知装置２３、赤外線カメ
ラ２８、非接触温度計２９及びマイク３０を備えている。
　障害物センサ２１は、レーザーレンジファインダ、超音波センサ又はステレオカメラ等
で、障害物との距離や角度を障害物情報として出力する。
【００２３】
　障害物対応装置２２は、検知部２４、記録部２５、照合部２６及び制御部２７を備えて
いる。
　検知部２４は、障害物センサ２１が出力した障害物情報に基づいて、移動経路１３上の
障害物及び移動経路１３周囲の障害物を検知する。
　記録部２５は、検知部２４が検知した障害物の位置情報を記録する。記録部２５は過去
に検知した障害物の位置情報も記録している。すなわち、ロボット１１が移動可能領域１
２内を過去に移動又は周回して検知した障害物の位置情報も記録している。また、記録部
２５は、複数回の移動又は周回で検知した障害物を比較し、その配置に変化がない障害物
は固定障害物であるとして作成された固定障害物の３次元地図も記録する。
【００２４】
　照合部２６は、検知部２４が移動経路１３上に干渉する可能性がある障害物を検知した
ときに、この障害物と記録部２５に記録されている固定障害物とを比較照合する。そして
、照合部２６は、移動経路１３上の障害物が固定障害物でないときに、この障害物を可動
障害物であるとする結果を出力する。
　制御部２７はロボット１１の各種の動作を制御する。制御部２７は、照合部２６から移
動経路１３上の障害物が可動障害物であるとする結果を入力し、回避行動又は待機行動を
選択する。制御部２７は待機行動を選択したときに、周囲の人又は近くの人に障害物を排
除してもらうための報知方法を決定する。
【００２５】
　報知装置２３は、報知部、ライト、スピーカ等（図示せず）を備える。報知部が可動障
害物を排除するように要求する信号を出力し、ライト、スピーカ又はロボット１１本体等
が光、音又は動作により人の注意を喚起するものである。報知装置２３は、制御部２７が
決定した報知方法により周囲の人又は近くの人の注意を喚起し、移動経路１３上の障害物
を排除するように働きかける。
　赤外線カメラ２８、非接触温度計２９、マイク３０は、ロボット１１の近くにいる人を
探すものである。その具体的な動作については後述する。
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【００２６】
　なお、障害物対応装置２２が実現する各構成要素は、例えば、コンピュータである障害
物対応装置２２が備える演算装置（図示せず）の制御によって、プログラムを実行させる
ことによって実現できる。より具体的には、障害物対応装置２２は、記憶部（図示せず）
に格納されたプログラムを主記憶装置（図示せず）にロードし、演算装置の制御によって
プログラムを実行して実現する。また、各構成要素は、プログラムによるソフトウェアで
実現することに限ることなく、ハードウェア、ファームウェア、及びソフトウェアのうち
のいずれかの組み合わせ等により実現しても良い。
【００２７】
　上述したプログラムは、様々なタイプの非一時的なコンピュータ可読媒体（non-transi
tory computer readable medium）を用いて格納され、コンピュータに供給することがで
きる。非一時的なコンピュータ可読媒体は、様々なタイプの実体のある記録媒体（tangib
le storage medium）を含む。非一時的なコンピュータ可読媒体の例は、磁気記録媒体（
例えばフレキシブルディスク、磁気テープ、ハードディスクドライブ）、光磁気記録媒体
（例えば光磁気ディスク）、ＣＤ－ＲＯＭ（Read Only Memory）、ＣＤ－Ｒ、ＣＤ－Ｒ／
Ｗ、半導体メモリ（例えば、マスクＲＯＭ、ＰＲＯＭ（Programmable ROM）、ＥＰＲＯＭ
（Erasable PROM）、フラッシュＲＯＭ、ＲＡＭ（random access memory））を含む。ま
た、プログラムは、様々なタイプの一時的なコンピュータ可読媒体（transitory compute
r readable medium）によってコンピュータに供給されても良い。一時的なコンピュータ
可読媒体の例は、電気信号、光信号、及び電磁波を含む。一時的なコンピュータ可読媒体
は、電線及び光ファイバ等の有線通信路、又は無線通信路を介して、プログラムをコンピ
ュータに供給できる。
【００２８】
　図３は、本実施の形態１に係るロボット１１が行う報知行動の例を示す図である。ロボ
ット１１は、移動経路１３上の障害物の排除をしてほしい旨を、ロボット１１本体を左右
に交互に回転させる「いやいや」動作で表現したり、回転灯、フラッシュ等の光線で表現
したり、「障害物をどけてください」と音声で表現したり、ロボット１１本体を振動させ
て表現したり、障害物を軽く押して表現したりして周辺の人に報知する。移動経路上に一
時的に配置された障害物を、ロボット１１は排除することができないが、人は簡単に排除
することができる。
【００２９】
　図４は、本実施の形態１に係るロボット１１が行う障害物対応処理の処理手順を示すフ
ローチャートである。
　まず、照合部２６が、移動経路１３上で検知した、干渉する可能性がある障害物がいつ
もは存在しない障害物か否か、すなわち、可動障害物か否かを判断する（ステップＳ１０
）。
【００３０】
　照合部２６がいつもは存在しない障害物と判断したときに（ステップＳ１０のＹＥＳ）
、制御部２７が当該障害物を回避できるか、すなわち、回避行動を選択できるか判断する
（ステップＳ２０）。制御部２７は回避できないと判断したときに（ステップＳ２０のＮ
Ｏ）、待機行動を選択し、報知装置２３が通路を通れないこと、障害物を排除して欲しい
ことを周囲にアピールして報知する（ステップＳ３０）。このとき、障害物が排除されれ
ば、制御部２７は、ロボット１１に移動を再開させる。
【００３１】
　次に、制御部２７は、障害物が排除されずに一定時間経過したかを判断する（ステップ
Ｓ４０）。制御部２７は一定時間経過したと判断したときに（ステップＳ４０のＹＥＳ）
、ロボット１１が内蔵するカメラを用いて動いているものを検知したり、赤外線カメラ２
８や非接触温度計２９を用いて人間の体温のある場所を検知したり、マイク３０を用いて
周期的でない音の発生源を検知したりして、近くにいる人を探す（ステップＳ５０）。
【００３２】
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　そして、制御部２７は、近くに人が居たとき（ステップＳ６０のＹＥＳ）はロボット１
１を近くの人の側にまで移動させ（ステップＳ７０）、報知装置２３が改めて通路を通れ
ないこと、障害物を排除して欲しいことをその人にアピールする（ステップＳ８０）。近
くの人の側でアピールするときは、音量等を抑えることができる。障害物が排除されれば
、制御部２７は、ロボット１１に移動を再開させる。
【００３３】
　次に、制御部２７が近くの人に報知した後、障害物が排除されずに一定時間経過したか
を判断する（ステップＳ９０）。制御部２７が一定時間経過したと判断したときに（ステ
ップＳ９０のＹＥＳ）、遠回りする、すなわち、迂回行動を選択する（ステップＳ１００
）。
　なお、照合部２６がいつもある障害物と判断したとき（ステップＳ１０のＮＯ）、又は
、制御部２７が回避できると判断したとき（ステップＳ２０のＹＥＳ）は、制御部２７は
、障害物を回避する、すなわち、回避行動を選択する（ステップＳ１１０）。
【００３４】
　また、制御部２７が障害物が排除されずに一定時間経過していないと判断したときは（
ステップＳ４０のＮＯ、又は、ステップＳ９０のＮＯ）、報知装置２３が通路を通れない
こと、障害物を排除して欲しいことを周囲又は近くの人に改めてアピールする（ステップ
Ｓ３０、又は、ステップＳ８０）。
【００３５】
　以上、説明したように、本実施の形態１に係る自律移動体は、配置が変化しない固定障
害物の位置情報を予め記録する記録部と、自律移動体が移動経路を移動中に干渉する可能
性がある障害物を検知する検知部と、検知した障害物が固定障害物であるか照合する照合
部と、照合部が障害物は固定障害物ではないとしたときに、障害物を排除するか否かを判
断する制御部と、制御部が障害物を排除すると判断したときに、障害物を排除するように
要求する信号を出力する報知部とを備えるものである。これにより、障害物の配置が頻繁
に変化する経路を移動するときにも、自律移動体の移動効率の低下を防ぐことができる。
【００３６】
　また、本実施の形態１に係る自律移動体は、移動経路を複数回移動したそれぞれのとき
に、検知部が移動経路周辺の障害物を検知し、検知した障害物が配置が変化しない障害物
である場合に、記録部に検知した障害物の位置情報を固定障害物の位置情報として記録す
るものである。これにより、固定障害物の情報を人が入力する必要がなく、容易に自律移
動体の移動効率の低下を防ぐことができる。
【００３７】
　また、本発明に係る自律移動体は、照合部が障害物は固定障害物ではないとしたときに
、制御部は障害物を回避できるか判断し、障害物を回避できると判断したときは、自律移
動体が障害物を回避して移動するように制御し、障害物を回避できないと判断したときは
、報知部が信号を出力するように制御するものである。これにより、待機行動に要する時
間を短縮して、自律移動体の移動効率の低下を防ぐことができる。
【００３８】
　また、本発明に係る自律移動体は、制御部は、信号を出力後に障害物が排除されないで
一定時間経過したときに、自律移動体が周囲の人を検知するように制御し、周囲の人を検
知したときは、自律移動体が当該周囲の人の方向に移動し、報知部が改めて信号を出力す
るように制御し、周囲の人を検知しないときは、自律移動体が障害物を迂回するように制
御するものである。これにより、待機行動に要する時間を短縮して、自律移動体の移動効
率の低下を防ぐことができる。
【００３９】
　なお、本実施の形態１では、ロボット１１の内部に報知部、ライト、スピーカ等の報知
装置２３を設けて、障害物を排除するように報知するための光信号、音声信号等を出力し
たが、ロボット１１の内部に報知部を設け、ロボット１１の外部、例えば、移動可能領域
１２の人の注目を集めるようなところにライト、スピーカ等の報知装置を設けて、報知部
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で障害物を排除するように要求する信号を出力し、この信号を受信した報知装置が実際の
報知を行うようにしても良い。
【００４０】
　また、本実施の形態１では、複数回の移動又は周回で検知した障害物を比較し、その配
置に変化がない障害物を固定障害物として固定障害物の３次元の地図を作成したが、ロボ
ット１１が移動可能領域１２内を過去に一度移動又は周回して検知した障害物のうち、オ
ペレータが固定障害物を指定し、固定障害物の３次元の地図を作成しても良い。
【００４１】
　また、本実施の形態１では、複数回の移動又は周回で検知した障害物を比較し、その配
置に変化がない障害物を固定障害物として記録したが、最初は障害物がなかったところに
、障害物が追加され、その配置が変化しないときに、当該障害物を固定障害物として追加
して記録しても良い。
【００４２】
　発明の実施の形態２
　本実施の形態２の自律移動体は、スケジュール管理システムにアクセスして、移動可能
領域１２内の人が会議等でまとめて不在となる状況を検知したときに、移動経路を変更し
、移動又は周回する領域を限定し、移動効率の向上を図るものである。
　図５は本実施の形態２に係る自律移動体であるロボット１１とスケジュール管理システ
ム５１との関係を示す図である。ロボット１１はネットワーク（図示せず）を介してスケ
ジュール管理システム５１とリンクしている。ロボット１１の構成は実施の形態１のロボ
ット１１の構成と同様であり、図示を省略する。
【００４３】
　事務所や工場では会議や健康診断等により部課室等の組織単位又は男女等のグループ単
位で人がいなくなることがあり、ロボット１１がその組織又はグループが占有するエリア
を回ってもサービスを提供できないことがある。
　そこで、ロボット１１の制御部２７は、予めスケジュール管理システムにアクセスして
、サービスを提供するエリア内の人のスケジュールや在席状況を組織又はグループ単位で
確認する。サービス対象者がいない場合や少ない場合にはその対象者が属する組織又はグ
ループが占有するエリアには行かないように移動経路を変更する。スケジュールを入力し
ていない人もいるので、組織又はグループの一定割合以上の人が不在ならばそのエリアに
は行かないと判断したり、同一のスケジュールが入っている人たちは不在として行かない
と判断したりしても良い。
【００４４】
　図６は、本実施の形態２に係るロボット１１が行うスケジュール確認処理の処理手順を
示すフローチャートである。
　まず、制御部２７は、ネットワークを介してスケジュール管理システム５１に一定時間
間隔でアクセスし、ロボット１１がサービス対象とする範囲の人のスケジュールを確認す
る（ステップＳ２１０）。
【００４５】
　組織・グループ・現在実施中のタスクといった単位でサービス対象となる人の在席率Ａ
ｎ（n=1,2，…,m-1,m、ｎは組織等の単位に対応する番号）を算出する（ステップＳ２２
０）。在席率Ａｎが一定値以上であるとき（ステップＳ２３０のＮＯで、ステップＳ２４
０のＮＯ）、及び、在席率Ａｎが０ではないが一定値未満で時間に余裕があるとき（ステ
ップＳ２３０のＮＯで、ステップＳ２４０のＹＥＳで、ステップＳ２５０のＹＥＳ）は、
サービスを開始する（ステップＳ２６０）。
【００４６】
　また、在席率Ａｎが０のとき（ステップＳ２３０のＹＥＳ）、及び、在席率Ａｎが０で
はないが一定値未満で時間に余裕がないとき（ステップＳ２３０のＮＯで、ステップＳ２
４０のＹＥＳで、ステップＳ２５０のＮＯ）は、その組織等の単位が占有する場所、領域
を除くように移動経路を変更して、サービスを提供する（ステップＳ２７０）。
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【００４７】
　なお、自律移動体は所定の時間帯に準備モードに移行しても良い。自律移動体は活動モ
ードにおいてごみ収集等のサービスを提供する。これに対して、自律移動体は準備モード
において充電ステーションで充電したり、静かに停止したりする。所定の時間帯として朝
礼や昼休み等の時間帯を設定することで、人がサービスを受けたくないときに、自律移動
体は準備モードに移行して静かにしており、人は煩わしさを感じることがない。
【００４８】
　以上、説明したように、本実施の形態２に係る自律移動体は、移動経路周辺の対象者に
サービスを提供するものであり、制御部はスケジュール管理システムにアクセスして対象
者のスケジュールを確認し、対象者が属する組織又はグループ毎の在席率を算出し、在席
率が所定値未満の組織に属する対象者に対するサービスを省略するように移動経路を変更
するものである。これにより、移動経路を限定して、自律移動体の移動効率の低下を防ぐ
ことができる。
【００４９】
　発明の実施の形態３
　本実施の形態３の自律移動体は、センサを用いて、近くにいる人を探し、誰もいないよ
うならばその場所、領域には行かないようにして、移動効率の向上を図るものである。
　本実施の形態３のロボット１１の構成は実施の形態１のロボット１１の構成と同様であ
り、図示を省略する。
【００５０】
　ロボット１１は、カメラで動いている物を探したり、赤外線カメラ２８や非接触温度計
２９で人間の体温の場所を探したり、マイク３０で周期的でない音の発生源を探したりし
て近くにいる人を探し、誰もいないようならばその場所、領域に行かないようにする。
【００５１】
　図7は、本実施の形態３に係るロボット１１が行うプレゼンス確認処理の処理手順を示
すフローチャートである。
　赤外線カメラ２８は、一定時間間隔で周囲を撮影し（ステップＳ４１０）、人の体温レ
ベルの場所を検知する（ステップＳ４２０）。
【００５２】
　制御部２７は、検知した塊の数、すなわち、人の数ｎを確認する（ステップＳ４３０）
。人の数ｎが一定数以上のとき（ステップＳ４４０のＮＯで、ステップＳ４５０のＮＯ）
、及び、人の数ｎが０ではないが一定数未満で時間に余裕があるとき（ステップＳ４４０
のＮＯで、ステップＳ４５０のＹＥＳで、ステップＳ４６０のＹＥＳ）は、サービスを開
始する（ステップＳ４７０）。
【００５３】
　また、人の数ｎが０のとき（ステップＳ４４０のＹＥＳ）、及び、人の数ｎが０ではな
いが一定数未満で時間に余裕がないとき（ステップＳ４４０のＮＯで、ステップＳ４５０
のＹＥＳで、ステップＳ４６０のＮＯ）は、その場所、領域を除いて、サービスを開始す
る（ステップＳ４８０）。
【００５４】
　なお、自律移動体は朝早く、夜遅くのようにサービスの対象とする所定の領域に誰もい
ないと判断したときに準備モードに移行しても良い。所定の領域に人がいない時は、自律
移動体がサービスを行う対象がない。自律移動体は準備モードに移行することで、無駄に
エネルギーを消費せず、効率的に活動をすることができる。
【００５５】
　以上、説明したように、本実施の形態３に係る自律移動体は、移動経路周辺の対象者に
サービスを提供するものであり、制御部は、センサを用いて領域毎の対象者の在席数を算
出し、在席数が所定値未満の領域に属する対象者に対するサービスを省略するように移動
経路を変更するものである。これにより、移動経路を限定して、自律移動体の移動効率の
低下を防ぐことができる。
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【符号の説明】
【００５６】
１１　ロボット
１２　移動可能領域３　移動経路
１４　机
１５　鞄
２３　報知装置
２４　検知部
２５　記録部
２６　照合部
２７　制御部

【図１】 【図２】
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